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１．主な変更点 

（１）公表様式の見直し 

公表様式の統一により利用者の利便性を高めながら、統計作成に係る

公表ミス発生防止のため、令和８年１月分調査から、公表様式を統一す

る。公表様式は、調査対象年 1 月分から 12 月分まで表頭固定（12 ヶ月

表）とし、１ヶ月分ずつ公表月の該当列にデータを追記する。 

 

現行様式では、調査年を跨ぐ形となり調査品目及びアイテムの改正等

の影響を受けるが、見直し後は調査対象年ごとの統計表となり、データ

の取扱いが容易となるなど利便性の向上に資する。加えて、参考資料と

して調査品目・アイテムの改正情報（新旧対応表）を掲載することで、

統計データの時系列接続等の利便性も確保する。 

 

速報の現行公表様式は、かつて冊子形式（紙媒体）で配布していた様

式をそのまま踏襲したもので機械判読可能な様式となっていない。この

ため、見直しにより月報（確報）と同様に機械判読可能な様式とし、様

式を統一することで、利用者にとってデータの取扱いが容易となり、利

便性向上に資する。 

 

 なお、速報では、確報において公表する調査品目・アイテムのうち、

鉱工業指数（IIP）品目の生産・出荷・在庫に関するデータについて掲載

する。また、掲載品目は、IIP 品目単位の合算値ではなく、確報と同じ

生産動態統計調査の品目ごとの掲載とすることで、より多くの情報を早

期に利用することが可能となる。これに伴い、速報の前月比、前年同月

比及び確報の中間計の掲載は廃止する。確報及び年報では、全調査品目・

アイテムを掲載する。 

 

（２）参考資料（品目の新旧対応表の追加） 

調査年ごとの調査票（品目・アイテム）改正情報として、品目・アイ

テムの新旧対応状況を示す参考資料を追加で掲載することで、統計デー

タの時系列接続等の利便性も確保する。 



２．公表様式／変更イメージ 

（１）現行様式 

＜速報＞ 

 

 

＜確報（実数）＞ 

 

 

＜確報（指数）＞ 

 

 

 

  



 

（２）見直し後様式イメージ 

年月は固定とし、毎月 1 ヶ月分（１列）ずつ値が追加される。 

現時点のイメージであり、体裁等変更があり得る。 

 

＜速報＞ 

 
 

＜確報（実数）＞ 

 

 

＜確報（指数）＞ 

 

  



 

（３）参考資料イメージ 

参考資料として新旧対応表を掲載予定。2023 年と 2024 年の調査票 

（品目・アイテム）改正を例として記載。現時点のイメージであり、 

体裁等変更があり得る。 

 

＜調査票改正状況一覧表＞ 

 

＜新旧対応表イメージ＞

 


